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国
税
通
則
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

国
税
通
則
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
大
蔵
省
令
第
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
三
項
第
一
号
中
「
第
八
条
第
三
項
」
を
「
第
八
条
第
六
項
」
に
改
め
る
。

第
一
条
の
二
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
第
一
項
と
し
て
次
の
一
項
を
加
え
る
。

法
第
十
四
条
第
二
項
（
公
示
送
達
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
国
税
庁
そ
の
他
の
行
政
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
公
示
事
項
（
同
項
に
規
定
す
る
公
示
事
項
を
い
う
。
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
閲
覧
を
す

る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
国
税
庁
そ
の
他
の
行
政
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
接
続
で
き
、
正
常
に
通
信
で
き
る
機
能
を
備
え
た
も
の
に
限
る
。）と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処

理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

国
税
庁
そ
の
他
の
行
政
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
公
示
事
項
を
当
該
公
示
事
項
の
閲
覧
を
す
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
の
映
像
面
に
表
示
す
る
も
の

二

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
接
続
さ
れ
た
自
動
公
衆
送
信
装
置
（
著
作
権
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
二
条
第
一
項
第
九
号
の
五
イ
（
定
義
）
に
規
定
す
る
自
動
公
衆
送
信
装
置
を
い
う
。
第
四
条
第
二
項
（
納
付
受
託
者
の
指

定
の
手
続
）
に
お
い
て
同
じ
。）を
使
用
す
る
も
の

第
四
条
第
一
項
中
「
第
二
条
第
十
五
項
」
を
「
第
二
条
第
十
六
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
た
だ
し
書
中「（
著
作
権
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
二
条
第
一
項
第
九
号
の
五
イ
（
定
義
）
に
規
定
す
る
自
動
公
衆
送
信
装
置
を

い
う
。）」
を
削
る
。

第
十
五
条
第
二
項
中
「
同
じ
。）」
の
下
に
「
又
は
公
益
信
託
（
公
益
信
託
に
関
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
三
十
号
）
第
二
条
第
一
項
第
一
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
公
益
信
託
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
、「
当
該
法

人
課
税
信
託
」
の
下
に
「
又
は
公
益
信
託
」
を
加
え
る
。

別
紙
第
８
号
書
式
備
考
３
中
「同

条
第
15項

」
を
「同

条
第
16項

」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
益
信
託
に
関
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
三
十
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
一
条
第
三
項
第
一
号
の
改
正
規
定

令
和
八
年
十
一
月
一
日

二

第
一
条
の
二
の
改
正
規
定
及
び
第
四
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
改
正
規
定

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
三
号
）
附
則
第
一
条
第
七
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日

三

第
四
条
第
一
項
の
改
正
規
定
及
び
別
紙
第
８
号
書
式
備
考
３
の
改
正
規
定

情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成

基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
四
十
六
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
七
年
四
月
一
日
）

〇
財
務
省
令
第
二
十
六
号

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
十
三
号
）
及
び
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
七
年
政
令
第
百
二
十
七
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第

二
十
六
号
）
及
び
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
七
年
三
月
三
十
一
日

財
務
大
臣

加
藤

勝
信

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
大
蔵
省
令
第
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
の
四
第
一
項
第
一
号
中
「
第
二
条
第
十
五
項
」
を
「
第
二
条
第
十
六
項
」
に
改
め
る
。

第
五
条
の
六
第
二
十
二
項
第
一
号
及
び
第
二
号
中
「
又
は
福
島
国
際
研
究
教
育
機
構
理
事
長
」
を
「
、
福
島
国
際
研
究
教
育
機
構
理
事
長
又
は
国
立
健
康
危
機
管
理
研
究
機
構
理
事
長
」
に
改
め
る
。

第
五
条
の
十
二
の
二
を
削
る
。

第
五
条
の
十
二
の
三
の
見
出
し
中
「
事
業
適
応
設
備
」
を
「
生
産
工
程
効
率
化
等
設
備
」
に
、「
場
合
等
」
を
「
場
合
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
第
十
条
の
五
の
六
第
十
一
項
」
を
「
第
十
条
の
五
の

五
第
五
項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
第
十
条
の
五
の
六
第
一
項
又
は
第
三
項
」
を
「
第
十
条
の
五
の
五
第
一
項
」
に
、「
同
条
第
十
一
項
」
を
「
同
条
第
五
項
」
に
、「
情
報
技
術
事
業
適
応
設
備
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
事
業
適
応
繰

延
資
産
」
を
「
生
産
工
程
効
率
化
等
設
備
」
に
改
め
、「
、
次
号
」
を
削
り
、「
。
次
号
及
び
次
項
」
を
「
。
次
項
」
に
改
め
、「
並
び
に
当
該
認
定
申
請
書
等
に
係
る
産
業
競
争
力
強
化
法
第
二
十
一
条
の
二
十
三
第
二
項
に
規
定
す
る
認
定
事
業
適

応
計
画
（
次
項
第
一
号
に
お
い
て
「
認
定
事
業
適
応
計
画
」
と
い
う
。）に
従
つ
て
実
施
さ
れ
る
同
法
第
二
十
一
条
の
二
十
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
情
報
技
術
事
業
適
応
（
次
項
第
一
号
に
お
い
て
「
情
報
技
術
事
業
適
応
」
と
い
う
。）に
係

る
同
令
第
十
一
条
の
十
九
第
三
項
の
確
認
書
（
次
項
第
一
号
に
お
い
て
「
確
認
書
」
と
い
う
。）の
写
し
」
を
削
り
、
同
項
第
二
号
を
削
り
、
同
項
第
三
号
中
「
第
十
条
の
五
の
六
第
二
項
、
第
四
項
又
は
第
六
項
」
を
「
第
十
条
の
五
の
五
第
二

項
」
に
、「
同
条
第
十
一
項
」
を
「
同
条
第
五
項
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
項
を
同
条
第
一
項
と
し
、
同
条
第
四
項
中
「
第
十
条
の
五
の
六
第
十
三
項
」
を
「
第
十
条
の
五
の
五
第
七
項
」
に
、「
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区

分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
」
を
「
同
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
係
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
生
産
工
程
効
率
化
等
設
備
が
記
載
さ
れ
た
認
定
申
請
書
等
の
写
し
及
び
当
該
認
定
申
請
書
等
に
係
る
認
定
書
等
の
写
し
」
に
改
め
、

同
項
各
号
を
削
り
、
同
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
を
第
五
条
の
十
二
の
二
と
し
、
第
五
条
の
十
二
の
四
を
第
五
条
の
十
二
の
三
と
し
、
第
五
条
の
十
二
の
五
を
第
五
条
の
十
二
の
四
と
す
る
。

第
五
条
の
十
三
第
三
項
中
「
別
表
第
六
」
を「（
昭
和
四
十
年
大
蔵
省
令
第
十
五
号
）
別
表
第
六
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
第
一
号
中
「
計
数
型
の
電
子
計
算
機
（
」
を
削
り
、「
も
の
に
限
る
。）」
を
「
も
の
」
に
改
め
、
同
条
第
九
項
を
同
条

第
十
項
と
し
、
同
条
第
八
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

９

施
行
令
第
六
条
の
三
第
二
十
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
業
は
、
前
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
業
と
す
る
。

第
六
条
の
二
第
一
項
中
「
流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
」
を
「
物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
」
に
改
め
る
。

第
九
条
の
三
第
三
項
及
び
第
四
項
並
び
に
第
九
条
の
四
第
二
項
及
び
第
三
項
中
「
証
す
る
書
類
」
の
下
に
「
又
は
そ
の
写
し
」
を
加
え
る
。
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